
書式第１２号（法第２８条関係）

2024年度 事業報告書

特定非営利活動法人フローレンス

１ 事業の成果

（1）病(後)児保育サービス事業、保育事業、保育施設等の運営事業、児童福祉法に基づく居宅訪問型
保育事業及びこれらの関連事業

（病児保育）
・病（後）児保育サービスは、複数の感染症の異常流行が際立つ今年度において、登園できない子ども
を預かり、病児保育を提供することにより、働く父母の子育て支援をおこなった。
・病児保育を必要としながらも経済的理由でサービスを受けられずにいる、いわゆるひとり親世帯を対
象に、民間企業や個人の寄付を原資とした低価格の病児保育を継続しておこなった。

（多胎児支援）
・多胎児家庭向けの訪問型支援サービス（ふたご助っ人くじ）の運営をおこなった。
2020年サービス提供当時の2自治体（荒川区、武蔵野市）から徐々に提供区を増やし、2024年度は新た
に江東区・杉並区・板橋区で保育の提供を開始。都内19自治体へ多胎児支援サービスを届けている。

（認可保育園、小規模認可保育所、一時保育施設、企業主導型保育事業の運営）
・「待機児童問題の解消」「保育の質向上」「新しい保育園モデル実践」を実現するため、「おうち保
育園」（小規模認可保育所／企業主導型保育事業）、「みんなのみらいをつくる保育園」（認可保育
園）、一時保育室「ほっとステイカムパネルラ経堂」「すがも一時保育室」の運営をおこなった。ま
た、地域の子育て支援の一環として、「保育園こども食堂」の開催や「保育所の空き定員等を活用した
未就園児の定期的な預かりモデル事業」、「多様な他者との関わりの機会創出事業」、余裕活用型一時
預かり事業、医療的ケア児のお預かりを実践した。

・こども家庭庁補助事業「ひとり親家庭等の子どもの食事等支援事業」を受託し、中間支援団体として
全国で「保育園こども食堂」及び「保育園等を起点とした食支援活動」を実施する団体へのサポートを
おこなった。

（障害児居宅保育）
・胃瘻等により、健常児と等しく通園できない障害児と、就労継続を希望する保護者のために、保育ス
タッフ及び看護師が障害児宅を訪問し、保育や訪問看護を提供する「障害児訪問保育アニー」の運営を
おこなった。

（2）子どもたちの安心・安全なくらしの確保に係る事業及び支援が必要な子どもたちへの学習・教
育等の支援事業

活動なし

（3）介護保険法に基づく居宅サービス事業及び健康保険法に基づく訪問看護事業
（4）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事
業、地域生活支援事業、その他同法に基づく事業
（5）児童福祉法に基づく障害児通所支援事業

（医療的ケアシッター）



・支援の不足している人工呼吸器等の医療的ケアが必要な障害児とその保護者のために、看護師による
療育やレスパイト、保育の時間を提供した。

（障害児保育園運営）
・障害児の長時間保育の受け皿がなく、保護者（特に母）が就労継続を阻まれている問題、また、障害
児が健常児と等しく保育を受ける機会を失っているという問題を解決するために、障害児専門の保育園
「障害児保育園ヘレン」の運営をおこなった。

（インクルーシブひろば運営）
・品川区医療的ケア児地域生活支援促進事業として、障害や医療的ケアのある子どもと健常児がともに
遊べる「インクルーシブひろばベル」の運営をおこなった。

（6）様々な理由で困窮している親子を救済するための養子縁組あっせん事業、相談支援、保護者支
援、生活支援等の支援事業、その他親子の安心・安全なくらしの確保に係る事業及びこれらの関連
事業

（特別養子縁組）
・赤ちゃんの虐待死をゼロにするため、予期せぬ妊娠に悩む妊婦からのLINEや電話での相談窓口の運営
と、どうしても育てられない場合の赤ちゃん縁組（特別養子縁組）のあっせん、赤ちゃんの受け入れ先
となる育ての親の研修、育成をおこなった。また事業継続のために、それらを行う専門ソーシャルワー
カー（相談員）の育成をおこなった。
・東京都より「特定妊婦等に対する相談支援及び産科受診等支援業務委託」を受託、東京都福祉保健局
と市区町村と連携し、特定妊婦への支援業務をおこなった（契約期間：2022年度-2024年度）。
・経済的困窮から未受診となってしまう妊婦に向けて、2023年6月より「無料産院事業」を開始。提携
病院は5院となり、2024年度は11件の支援決定をおこなった。

（こども宅食及びデジタルソーシャルワーク）
・昨年度と同様に、文京区こども宅食コンソーシアムの一部として、食品配送を通じて子育て家庭を支
援し、約800世帯に提供した。
・LINE公式アカウント「神戸子ども宅食」を通じて、デジタルソーシャルワークを活用し、6111名の
方々とつながり、支援を提供した。
・子育て世帯を対象に「ここならチャットKOBE」を通じてSNSを活用した支援を行い、3268名の方々
とつながり、支援を提供した。
・「おやこよりそいチャットやまがた」と「出産子育て応援事業」を通じてデジタルソーシャルワーク
を展開し、山形市社会福祉協議会等と連携して2961名以上の方々とつながり、支援を提供した。
・「つながりよりそいチャット」を通じて生成AIと有人相談を組み合わせたSNS相談支援を展開し、670
名の方々とつながり、支援を提供した。
・電子母子手帳アプリを通じた子育てサポートを前橋市で継続した。
・自主事業として「デジタルソーシャルワーク」を活用するLINE公式アカウント「おやこよりそい
チャット」を運営し、539名とつながり、支援を提供した。
・自主事業として生成AIと有人相談を組み合わせたSNS相談「いまきくイヌAIちゃん」を運営し、389名
とつながり、支援を提供した。
・仙台市の医療的ケア児を育てる家庭を対象に「医ケア児おやこよりそいチャット」を運営し、85家庭
とつながり、支援を提供した。

（障害児家庭の就労支援）
・一度離職した、医療的ケア児の保護者向けに、「もう一度はたらく」を叶えるためのサポートや、就
労機会の提供をおこなった。

（こども宅食事業の全国普及推進）
・一般社団法人こども宅食応援団と提携し、約262団体の立ち上げ支援、運営支援を実施。また、47都
道府県全てにおけるネットワーク会員登録を達成した。
・国による全国支援制度を活用して、一般社団法人こども宅食応援団と連携して全国の団体に助成及び
支援を実施した。
・国内最大手の食品卸会社である株式会社日本アクセスと協力して、大手食品メーカー各社協賛のもと
「こどもフードアライアンス」を実施。子育て家庭へ食品等約25万点の支援をおこなった。



・「孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査」を受託し、全国のこども宅食実施団体及び自治体の現状
や課題を取りまとめ、啓発セミナーをおこなった。

（こどもの体験格差解消のためのプラットフォーム事業）
・8月にこどもの体験格差解消のためのプラットフォーム事業「こども冒険バンク」を提供開始した。
・本プラットフォームの登録会員として1,381世帯とつながり、体験を提供した。
・営業活動を通じて27社の法人と連携し、会員に対し累計4,865名分の各社が保有する多様な体験コンテ
ンツを提供した。

（7）この法人と事業目的が近似している法人又は個人を支援、助成、育成する事業

（東京都保育士等キャリアアップ研修の受託）
・東京都の研修指定事業者として、保健衛生・安全対策、保護者支援・子育て支援、障害児保育の3分
野計16回の研修を実施。

（8）認定病児保育スペシャリストの育成・資格認定事業

活動なし

（9）前各号の事業並びにソーシャルビジネス等に関する広報活動、調査研究、普及啓発、人材育
成、政策提言及び連携促進に係る事業（書籍、雑誌その他印刷物及び電子出版物の発行事業を含
む。）

（ソーシャルプロモーション）
・困りごとを抱えた全国約1万世帯の子育て家庭、能登半島地震被災地の子育て家庭、フローレンスの
病児保育ひとり親会員家庭を物資の配送で支援する「クリスマスぬくもり便キャンペーン」等、事業活
動と連動し、広く社会課題の周知をおこなった。

（政策提言活動）
・提言を続けてきた「日本版DBS」を含む「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性
暴力等の防止等のための措置に関する法律（こども性暴力防止法）」が2024年6月に成立。

・2024年6月に成立した「子ども・子育て支援法」に含まれる「こども誰でも通園制度」について、利
用時間の伸長等、利用者のニーズに合った制度となるよう提言活動を実施。

（10）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

活動なし



２ 事業の実施に関する事項

（１）特定非営利活動に係る事業（事業費の総費用【 3,591,068】千円）

定款に記載さ
れた事業名

事業内容 日時 場所 従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
（千円）

（1）病(後)児
保育サービス
事業、保育事
業、保育施設
等の運営事
業、児童福祉
法に基づく居
宅訪問型保育
事業及びこれ
らの関連事業

病児保育事業
風邪など一時的な
病気にかかった乳
幼児を専門に居宅
又は病児保育施設
にて預かり、働く
父母の子育支援
（ひとり親家庭に
は低価格で病児保
育を提供）

通年 東京
千葉
埼玉
神奈川

130人
（25年3
月）

病児会
員

6,451人
（25年3月
登録会員
数）

643,994
千円

多胎児支援事業
多胎児支援の専門
シッターサービス
「ふたご助っ人く
じ」の運営

通年 東京 15人
（25年3
月）

多胎児
を育て
る保護
者

411人
（25年3月
登録者数

28,263
千円

認可保育園、小規
模認可保育所、一
時保育施設、企業
主導型保育事業の
運営事業
保育施設の運営、
シチズンシップ保
育・インクルーシ
ブ保育の実践、利
用家庭及び地域の
子育ての支援等

こども家庭庁補助
事業「ひとり親家
庭等の子どもの食
事等支援事業」の
受託

通年

6月
～1
月

東京
仙台

全国

東京168
人
（25年3
月）

仙台33
人
（25年3
月）

31人

未就学
児

助成対
象団体
112団体

東京179人
（25年3月
の預かり
園児数）

仙台32人
（25年3月
の預かり
園児数）

団体を通
じて支援
した親子
約90,000人

1,169,044
千円

障害児居宅保育事
業
障害のある未就学
児の自宅に保育
士・看護師等を派
遣する「障害児訪
問保育アニー」の
運営

通年 東京 47人
（25年3
月）

障害の
ある未
就学児

27人
（25年3月
の預かり
園児数）

278,366
千円



（2）子どもた
ちの安心・安
全なくらしの
確保に係る事
業及び支援が
必要な子ども
たちへの学
習・教育等の
支援事業

活動なし

（3）介護保険
法に基づく居
宅サービス事
業及び健康保
険法に基づく
訪問看護事業

医療的ケアシッ
ター事業
障害のある児童の
自宅に看護師等を
派遣しての療育
サービスを行う
「医療的ケアシッ
ターナンシー」の
運営

通年 東京
神奈川
仙台

40人
（25年3
月）

障害の
ある未
就学
児・児
童

108人
（25年3月
の利用
数）

174,979
千円

（4）障害者の
日常生活及び
社会生活を総
合的に支援す
るための法律
に基づく障害
福祉サービス
事業、地域生
活支援事業、
その他同法に
基づく事業

障害児保育園運営
事業
障害のある幼児の
長時間保育を実施
する保育所の運営
と障害のある幼児
への個別の療育を
行う保育施設「障
害児保育園ヘレ
ン」の運営

通年 東京 70人
（25年3
月）

障害の
ある未
就学児

40人
（25年3月
の預かり
園児数）

383,377
千円

（5）児童福祉
法に基づく障
害児通所支援
事業

インクルーシブひ
ろば事業
障害の有無に関わ
らず、みんなで遊
び・交流・育児相
談ができる施設
「インクルーシブ
ひろばベル」の運
営

通年 東京 3人
（25年3
月）

周辺地
域の未
就学児
（障害
の有無
にかか
わらな
い）と
その保
護者

1108家庭
（のべ）

17,357
千円

（6）様々な理
由で困窮して
いる親子を救
済するための
養子縁組あっ
せん事業、相
談支援、保護
者支援、生活
支援等の支援
事業、その他
親子の安心・
安全なくらし
の確保に係る
事業及びこれ
らの関連事業

特別養子縁組事業
養子縁組あっせん
事業及び、にんし
ん相談支援事業

通年 全国 13人
（25年3
月）

予期せ
ぬ妊娠
をした
方とそ
の子、
養子縁
組をし
たい方

291 件
（妊娠相
談対応件
数）

90,448
千円

こども宅食及びデ
ジタルソーシャル
ワーク事業
生活の厳しい子育
て家庭への食品提
供をきっかけと

通年 全国 7人
（25年3
月）

文京区
こども
宅食利
用者、
「おや
こより

文京区こ
ども宅食
約800世
帯、「お
やこより
そい

159,580
千円



し、必要な支援に
つなげる「こども
宅食」、家庭と継
続的につながるオ
ンライン相談支援
「おやこよりそい
チャット」等の運
営

そい
チャッ
ト」等
のサー
ビス登
録者

チャッ
ト」等
サービス
登録者
14,025世帯
（25年3月
時点）

障害児家庭の就労
支援事業
出産をきっかけに
離職した親御さん
の就労と社会復帰
を支える『障害児
かぞく「はたら
く」プロジェク
ト』の運営

上半
期

東京 5人 障害児
の親

3人 4,382
千円

こども宅食事業の
全国普及推進
一般社団法人こど
も宅食応援団と協
業し「こども宅
食」の全国普及活
動

通年 全国 5人 こども
宅食事
業団体
（団体
を通じ
て支援
した家
庭）

約262団体
（団体を
通じて支
援した家
庭:約
27,000世帯
以上）

132,006
千円

こどもの体験格差
解消のためのプ
ラットフォーム事
業
さまざまな事情に
より体験が不足し
がちな家庭が、企
業などが無料で提
供した体験コンテ
ンツを自由に選び
申し込みできるプ
ラットフォーム事
業の運営

通年 主に東
京

5人 登録会
員（ひ
とり親
家庭、
経済的
困窮家
庭、障
害者／
児家
庭）

1,381世帯
（登録会
員）

36,968
千円

（7）この法人
と事業目的が
近似している
法人又は個人
を支援、助
成、育成する
事業

東京都保育士等
キャリアアップ研
修の受託

通年 主に東
京都

7人 受講者 24年度受
講者221人

15,805
千円

（8）認定病児
保育スペシャ
リストの育
成・資格認定
事業

活動なし



（9）前各号の
事業並びに
ソーシャルビ
ジネス等に関
する広報活
動、調査研
究、普及啓
発、人材育
成、政策提言
及び連携促進
に係る事業
（書籍、雑誌
その他印刷物
及び電子出版
物の発行事業
を含
む。）

社会課題解決アク
ションをSNSや
WEBで拡散、講演
活動やメディア出
演など、広報活動
を通じ志を共にす
る仲間を増やすこ
とによる、解決で
きるテーマ・領域
の拡大。さらに社
会課題を生み出す
構造を根本から変
える政策提言の実
施。

通年 全国 35人 社会課
題解決
に伴う
活動に
賛同い
ただい
た方

社会課
題解決
により
助かる
方々

社会課題
解決に伴
う活動に
賛同いた
だく多数

社会課題
解決によ
り助かる
多数の
方々

456,499
千円

（10）その他
この法人の目
的を達成する
ために必要な
事業

活動なし

（２）その他の事業（事業費の総費用【―】千円）

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所 従事者
人数

事業費
（千円）

その他の事業は行っておりません



書式第１３号（法第２８条関係）

   令和６年度　活動計算書（その他事業がない場合）
　　　　　　　　令和６年４月１日から　令和７年３月３１日まで

認定特定非営利活動法人　フローレンス

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

一般正味財産増減の部

【Ａ】　経　常　収　益
１　受取寄附金 673,259,711

受取寄附金 672,993,896
指定正味財産の部より受取寄附金振替額 265,815

２　受取助成金等 1,970,827,720
受取民間助成金 19,376,560
受取国庫補助金等 1,891,575,761
指定正味財産の部より受取国庫補助金振替額 59,875,399

３　事業収益 1,382,945,392
病(後)児保育事業収益 793,664,077
みらいの保育園事業収益 52,493,793
被災地支援事業収益 12,807,996
障害児保育事業収益 426,647,576
赤ちゃん縁組事業収益 18,919,340
子ども宅食事業収益 68,252,284
ソーシャル・プロモーション事業収益 7,383,330
団体支援事業収益 2,776,996

４　その他の収益 117,465,439
雑収入 16,123,693
資産受贈益 101,124,412
受取利息 217,334

経　常　収　益　計 4,144,498,262
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費 2,361,013,159

役員報酬 3,840,900
給与手当 1,698,261,196
賞与 247,160,042
通勤費 37,254,643
法定福利費 307,589,824
派遣スタッフ人件費 66,906,554

（２）その他経費 1,230,055,389
業務委託費 177,169,101
インターン・ボランティア活動費 3,500,000
保育スタッフ訪問費 18,955,404
旅費交通費 69,730,838
研修費 3,864,361
広告宣伝費 137,739,110
給食材料費 22,693,747
イベント開催費 9,699,984
園児健康診断費 6,716,068
検査予防接種費 1,638,635
病児保育施設利用料 316,000
福利厚生費 7,706,520
会議費 1,707,977
交際費 340,312
消耗品費 18,337,675
文書印刷費 4,426,026
新聞図書費 215,249
地代家賃 113,493,956
水道光熱費 13,445,724
通信費 21,608,685
情報システム費 59,441,721
リース料 831,130
賃借料 19,329,318
保険料 7,877,149
荷造運賃 4,038,447
修繕費 2,885,641
諸会費 821,923
支払報酬料 7,847,118

事 業 報 告 用



支払手数料 49,755,586
租税公課 83,419,193
減価償却費 36,579,436
雑費 4,646,032
支援物資購入費 9,324,946
支払寄附金 216,000
物品提供支出 92,483,377
支払助成金 217,253,000

事業費計 3,591,068,548
２　管理費

（１）人件費 213,956,714
役員報酬 5,273,100
給与手当 147,397,278
賞与 15,897,384
通勤費 4,903,734
法定福利費 26,907,220
派遣スタッフ人件費 13,577,998

（２）その他経費 220,916,195
業務委託費 33,204,386
旅費交通費 1,534,205
研修費 4,295,147
広告宣伝費 2,529,677
イベント開催費 104,201
福利厚生費 2,217,488
会議費 295,561
交際費 35,548
消耗品費 1,315,541
文書印刷費 1,242,034
新聞図書費 245,880
地代家賃 66,960,936
水道光熱費 5,265,942
通信費 6,321,083
情報システム費 35,338,614
リース料 1,249,300
賃借料 5,806,640
保険料 170,870
荷造運賃 280,362
修繕費 40,715
諸会費 173,228
支払報酬料 15,723,389
支払手数料 4,178,277
租税公課 20,684,556
減価償却費 8,036,303
雑費 1,598,346
支払利息 2,067,966

管理費計 434,872,909
経　常　費　用　計 4,025,941,457
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① 118,556,805
【Ｃ】　経　常　外　収　益

固定資産売却益 3,056,537
ひとり親積立金戻入 1,056,000
保育園修繕積立金戻入 11,536,200
人材等投資積立金戻入 130,000,000

経　常　外　収　益　計 145,648,737
【Ｄ】　経　常　外　費　用

特別修繕引当金繰入 1,416,930
雑損失 12,892,712
有価証券評価損 338,500
固定資産売却損 3,387,837
固定資産除却損 6,176,423
保育園修繕積立金繰入 4,414,000
あたらしいつながり創造積立金繰入 130,000,000

経　常　外　費　用　計 158,626,402
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② △ 12,977,665
税　引　前　当　期　一　般　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ 105,579,140

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 546,100
前期繰越一般正味財産額　・・・⑤ 984,873,175

【Ｅ】　次　期　繰　越　一　般　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 1,089,906,215



指定正味財産増減の部

１　受取寄附金 265,815
受取寄附金 265,815

２　受取助成金等 0
受取民間助成金 0
受取国庫補助金等 0

３　事業収益一般正味財産への振替額 △ 60,141,214
一般正味財産の部へ受取寄付金及び受取助成金等振替額 △ 60,141,214

当　期　指　定　正　味　財　産　増　減　額　 △ 59,875,399
当　期　指　定　正　味　財　産　増　減　額　（再　掲）　・・・⑥ △ 59,875,399

前期繰越指定正味財産額　・・・⑦ 84,043,681
【Ｆ】　次　期　繰　越　指　定　正　味　財　産　額　⑥＋⑦　 24,168,282
【Ｇ】　次　期　繰　越　正　味　財　産　額　合　計　【Ｅ】+【Ｆ】 1,114,074,497



書式第１５号（法第２８条関係）

   　　　　　　令和６年度　貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　令和７年３月３１日現在

認定特定非営利活動法人　フローレンス

科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

2,311,956,731
現金及び預金 1,807,910,606
売　掛　金 420,065,326
貯　蔵　品 7,847,725
未 収 入 金 40,925,291
立　替　金 6,233,118
前 払 費 用 28,974,665

流動資産合計　・・・① 2,311,956,731
２　固定資産

（１）有形固定資産 153,068,869
建　　物 50,009,950
附属設備 89,234,522
構 築 物 3,002,405
車両運搬具 8
工具器具備品 4,190,243
一括償却資産 3,276,741
建設仮勘定 3,355,000

（２）無形固定資産 46,261,200
ソフトウェア 46,261,200

（３）投資その他の資産 71,080,585
出 資 金 10,000
敷　　金 62,332,875
差入保証金 8,670,000
長期前払費用 67,710

固定資産合計　・・・② 270,410,654

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 2,582,367,385

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

501,847,230
短期借入金 10,000,000
未　払　金 216,457,428
未 払 費 用 212,969,569
経費精算未払金 5,075,470
預　り　金 49,880,303
前　受　金 805,460
未払法人税等 546,100
未払消費税等 6,112,900

流動負債合計　・・・③ 501,847,230
２　固定負債

966,445,658
長期借入金 349,712,000
ひとり親支援積立金 151,316,000
ヘレン基金積立金 81,093,000
特別修繕引当金 11,344,440
おうち保育園等大規模改修積立金 33,614,000
人材等投資積立金 90,366,218
あたらしいつながり創造積立金 240,000,000
災害支援積立金 9,000,000

固定負債合計　・・・④ 966,445,658
負　債　合　計　③＋④ 1,468,292,888
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

１　一般正味財産
1,089,906,215

前期繰越一般正味財産額 984,873,175
当期一般正味財産増減額 105,033,040

一般正味財産合計　・・・⑤ 1,089,906,215
２　指定正味財産

24,168,282
前期繰越指定正味財産額 84,043,681
当期指定正味財産増減額 △ 59,875,399

指定正味財産合計（フローレンス復興支援等基金）　・・・⑥ 24,168,282
正　味　財　産　合　計　⑤+⑥ 1,114,074,497

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 2,582,367,385

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

     　　　　　　令和年６年度　財産目録
　　　　　　　　　　　　　　　令和７年３月３１日現在

認定特定非営利活動法人　フローレンス

科 目 金　　額 小　　計 合　　計
【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産
2,311,956,731

現金預金 1,807,910,606

現    金 現金手許有高（本部事務所） 681,892
現    金 現金手許有高（病児保育室豊洲） 30,600
現    金 現金手許有高（一時保育きょうどう） 74,550
現    金 現金手許有高（病児保育室駒込） 0
現    金 現金手許有高（一時保育すがも） 25,700
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 3,258,819
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 6,385,530
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 0
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 5,401,686
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 0
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 4,485,271
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 21,955,287
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 0
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 630,948,354
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 36,920,225
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 16,360,046
普通預金 三菱UFJ銀行／深川支店 12,942,142
普通預金 三菱UFJ銀行／五反田支店 45,256,626
普通預金 西武信用金庫／飯田橋支店 30,011,493
普通預金 西武信用金庫／飯田橋支店 0
普通預金 西武信用金庫／飯田橋支店 36,023,295
普通預金 西武信用金庫／飯田橋支店 81,097,779
普通預金 東日本銀行／飯田橋支店 221,942,369
普通預金 郵便振替 19,520,402
普通預金 ゆうちょ銀行 5,346,527
普通預金 みずほ銀行／飯田橋支店 167,823,071
普通預金 みずほ銀行／飯田橋支店 98,043,681
普通預金 三井住友銀行／飯田橋支店 95,631
普通預金 りそな銀行／新宿支店 144,600,973
普通預金 りそな銀行／新宿支店 127,313,087
定期預金 西武信用金庫／飯田橋支店 40,164,680
定期預金 東日本銀行／飯田橋支店 1,200,890
定期預金 三菱UFJ銀行／深川支店 50,000,000

売掛金 420,065,326
事業売掛金 420,065,326

貯蔵品 7,847,725
Amazonカード等 15,000
研修用書籍 67,760
支援用物資 7,763,277
切手等 1,688

未収入金 40,925,291
前払家賃及び敷金返還（3件） 2,188,000
助成金精算他（2件） 91,000
従業員社宅初期費用他 652,550
クレカ決済等による入金が確実と見込まれる寄附金 37,993,741

立替金 6,233,118
出向者給与負担金・経費（2団体） 6,231,718
その他費用 1,400

前払費用 28,974,665
事務所家賃（1件） 11,838,442
保育園他施設家賃（19件） 6,029,674
借上社宅家賃 2,653,903
小規模保育総合補償制度申込金（12件） 378,090
園児送迎車用駐車場家賃（6件） 169,620
広報活動費（10件） 5,633,068
会計ソフトクラウド利用料 1,452,000
一般経費 令和7年年4月以降分（13件） 819,868

流動資産合計　・・・① 2,311,956,731

事 業 報 告 用



２　固定資産
（１）有形固定資産 153,068,869

建物 50,009,950
保育園施設等 50,009,950

附属設備 89,234,522
保育園施設等　内装工事（28件） 45,405,069
保育園施設等　電気設備工事（27件） 30,634,124
保育園施設等　給排水設備工事（12件） 12,410,245
保育園施設等　火災警報設備（11件） 785,084

構築物 3,002,405
保育園外構工事他（5件） 3,002,405

車両運搬具 8
園児送迎用車両　7台 8

工具器具備品 4,190,243
事務所　事務用設備（9件） 2,216,820
保育園　家具類他（47件） 1,973,423

一括償却資産 3,276,741
保育園　ロッカー・家電他 3,276,741

建設仮勘定 3,355,000
障害児保育施設研修用機材（2件） 3,080,000
ソフトウェア開発費用（1件） 275,000

（２）無形固定資産 46,261,200
ソフトウェア 46,261,200

病児保育予約・保育園登園管理・会員管理システム 46,261,200
（３）投資その他の資産 71,080,585

出　資　金 10,000
西武信用金庫／飯田橋支店 10,000

敷　　　金 62,332,875
事務所敷金（1件） 48,651,540
おうち保育園等施設　（13件） 11,010,675
駐車場　（4件） 164,660
借上社宅（21件） 2,506,000

差入保証金 8,670,000
保育園施設他保証金（6件） 8,300,000
一括口座振替システム委託保証金他　4件 370,000

長期前払費用 67,710
車両リサイクル預託金 67,710

有 価 証 券 0
相続寄附により取得した有価証券（換金済） 0

固定資産合計　・・・② 270,410,654

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 2,582,367,385

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

501,847,230
短期借入金 10,000,000

三菱UFJ銀行／深川支店 10,000,000
未　払　金 216,457,428

経費未払金 クレジットカード（JCB、VISA他） 4,750,465
経費未払金 令和6年3月以前分（経費297件） 143,512,435
経費未払金 広報活動費（1件） 6,129,980
その他 補助金等返金（15件） 62,064,548

未 払 費 用 212,969,569
給与未払金 令和7年3月分給与 153,371,103
経費未払金 法定福利費　2・3月分・賞与分他 59,598,466

経費精算未払金 5,075,470
従業員経費精算 令和7年3月分 5,075,470

預　り　金 49,880,303
源泉所得税 12,371,257
住民税 4,946,100
社会保険料 29,434,285
雇用保険料 3,011,661
その他（1件） 117,000

前　受　金 805,460
園児入園料等 令和7年4月分 250,020
縁組研修売上　令和7年4月分 71,440
その他 484,000

未払法人税等 546,100
令和7年3月期確定申告分 546,100

未払消費税等 6,112,900
令和7年3月期確定申告分 6,112,900

流動負債合計　・・・③ 501,847,230



２　固定負債
966,445,658

長期借入金 349,712,000
東日本銀行／飯田橋支店 10,130,000
東日本銀行／飯田橋支店 38,324,000
三菱ＵＦＪ銀行／深川支店 5,038,000
みずほ銀行／飯田橋支店 151,220,000
りそな銀行／新宿支店 145,000,000

ひとり親支援積立金 151,316,000 151,316,000
ヘレン基金積立金 81,093,000 81,093,000
特別修繕引当金 11,344,440 11,344,440
おうち保育園等大規模改修積立金 33,614,000 33,614,000
人材等投資積立金 90,366,218 90,366,218
あたらしいつながり創造積立金 240,000,000 240,000,000
災害支援積立金 9,000,000 9,000,000

固定負債合計　・・・④ 966,445,658

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 1,468,292,888

【Ｂ－２】　正　味　財　産
１　一般正味財産 1,089,906,215
２　指定正味財産 24,168,282

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 1,114,074,497



書式第１６号（法第２８条関係）

認定特定非営利活動法人　フローレンス

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）

によっています。

　 固定資産の減価償却の方法
減価償却資産は、法人税法の規定に基づいて償却をしています。
　建物・・・定額法、　リース資産（売買処理）・・・定額法、　　ソフトウエア・・・定額法
　建物附属設備及び構築物・・・定率法（但し平成28年4月1日以降に取得したものは定額法）
　上記以外の減価償却資産・・・定率法
　但し、取得価額が20万円未満の資産については、法人税法に規定する一括償却の方法により償却しています。

消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜経理方式によっています。

２． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

金　額

経常収益への振替額 (当年度の東北被災地支援事業に対する振替額) 265,815

(渋谷区ふるさと納税を活用した認定NPO法人支援事業分振替額) 59,875,399

60,141,214

３． 事業費の内訳 （単位：円）

　令和６年度　　計算書類の注記

（1）

（2）

内　　　　　　　　　　容

合　　　　　　　　　　計

事 業 報 告 用

病児保育事業
みらいの保育
園事業

被災地支援事
業

障害児保育事
業

赤ちゃん縁組
事業

こども宅食事
業

体験格差解消
事業

ソーシャルプ
ロモーション
事業

団体支援事業

（1）人件費

役員報酬 0 3,840,900 0 0 0 0 0 0 0 3,840,900

給与手当 390,193,033 424,578,745 80,732,992 500,726,495 51,182,922 72,094,086 23,760,051 146,881,117 8,111,755 1,698,261,196

賞与 51,687,811 70,744,641 10,129,470 74,981,839 6,802,265 8,604,986 2,533,150 20,564,880 1,111,000 247,160,042

通勤費 2,297,875 15,056,431 2,488,483 10,131,531 1,053,853 1,356,461 880,745 3,797,281 191,983 37,254,643

法定福利費 67,015,464 77,481,925 13,526,381 93,336,102 9,613,533 13,161,820 3,855,793 28,054,592 1,544,214 307,589,824

派遣スタッフ人件費 14,922,468 30,547,914 3,203,721 1,930,942 1,789,050 4,878,561 0 9,633,898 0 66,906,554

　　　人件費計 526,116,651 622,250,556 110,081,047 681,106,909 70,441,623 100,095,914 31,029,739 208,931,768 10,958,952 2,361,013,159

（2）その他経費

業務委託費 38,432,272 5,458,596 1,257,800 13,014,783 6,148,455 63,599,817 1,415,000 45,395,018 2,447,360 177,169,101

インターン活動費 0 0 0 0 0 0 0 3,500,000 0 3,500,000

保育スタッフ訪問費 14,788,969 0 0 4,166,435 0 0 0 0 0 18,955,404

旅費交通費 4,229,038 5,024,454 2,187,214 52,331,410 1,082,261 3,363,404 261,344 1,247,228 4,485 69,730,838

研修費 936,069 1,179,889 99,825 666,366 135,000 294,547 0 552,665 0 3,864,361

広告宣伝費 16,876,488 1,897,939 538,171 10,956,180 3,524,577 3,301,699 1,484,320 99,126,214 33,522 137,739,110

給食材料費 10,397 18,708,953 3,669,582 304,815 0 0 0 0 0 22,693,747

イベント開催費 214,991 806,088 335,091 793,685 37,106 202,626 705,567 6,603,904 926 9,699,984

園児健康診断費 0 5,680,784 118,910 916,374 0 0 0 0 0 6,716,068

検査予防接種費 370,160 577,183 214,429 476,863 0 0 0 0 0 1,638,635

病児保育施設利用料 316,000 0 0 0 0 0 0 0 0 316,000

福利厚生費 2,099,236 1,802,304 464,009 2,366,428 123,917 181,103 0 657,606 11,917 7,706,520

会議費 107,247 223,468 199,748 914,374 84,103 79,290 8,287 91,460 0 1,707,977

交際費 2,862 51,908 39,502 119,997 8,505 72,780 0 44,758 0 340,312

消耗品費 2,359,335 8,113,919 1,351,227 5,123,393 43,634 102,412 13,514 1,225,201 5,040 18,337,675

文書印刷費 234,486 801,984 264,794 369,276 119,340 21,543 0 2,614,603 0 4,426,026

新聞図書費 12,656 33,700 16,596 23,106 2,600 20,348 0 104,843 1,400 215,249

地代家賃 5,870,149 84,289,209 9,033,072 14,368,462 0 0 0 0 △ 66,936 113,493,956

水道光熱費 168,820 9,085,325 1,978,972 2,212,607 0 0 0 0 0 13,445,724

通信費 5,724,239 3,578,755 954,000 4,745,787 609,917 799,144 8,202 4,859,683 328,958 21,608,685

情報システム費 17,252,231 3,861,016 928,124 3,326,307 2,540,932 13,152,706 1,185,090 16,939,662 255,653 59,441,721

リース料 0 322,000 92,400 416,730 0 0 0 0 0 831,130

賃借料 1,976,620 4,365,335 815,320 4,827,970 874,610 2,946,223 0 3,523,240 0 19,329,318

保険料 2,230,692 844,015 272,746 4,429,666 13,584 50,350 0 5,316 30,780 7,877,149

荷造運賃 425,253 359,465 4,580 249,000 3,320 2,807,173 0 189,656 0 4,038,447

修繕費 0 1,359,512 212,500 1,313,629 0 0 0 0 0 2,885,641

諸会費 160,000 191,800 6,250 120,273 3,250 185,000 12,000 143,350 0 821,923

支払報酬料 1,460,296 910,555 0 673,232 947,906 2,492,745 758,764 544,723 58,897 7,847,118

　科　　　目 合 計

特定非営利活動に係る事業



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
　使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は1,114,074,497円ですが、そのうちに使途が特定されている金24,168,282円です。
したがって使途が制約されていない正味財産は1,089,906,215円です。

（単位：円）

　　　内　　　容 前期繰越額 当期受入額 当期減少額 次期繰越額

被災地支援事業 0 265,815 265,815 0

22,907,172 0 22,907,172 0

61,136,509 0 36,968,227 24,168,282

84,043,681 265,815 60,141,214 24,168,282

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取　得 減　少 期末取得価額 減価償却累計額 時価評価損益 期末帳簿価額

有形固定資産

　　建　　物（注） 59,892,144 0 0 59,892,144 9,882,194 - 50,009,950

　　附属設備 340,067,905 0 74,936,829 265,131,076 175,896,554 - 89,234,522

　　構 築 物 9,378,531 0 3,217,315 6,161,216 3,158,811 - 3,002,405

　　車両運搬具 23,285,367 0 0 23,285,367 23,285,359 - 8

　　工具器具備品 37,338,713 1,184,156 4,865,976 33,656,893 29,466,650 - 4,190,243

　　一括償却資産 24,558,421 2,496,100 3,242,086 23,812,435 20,535,694 - 3,276,741

　　建設仮勘定 880,000 3,355,000 880,000 3,355,000 0 - 3,355,000

無形固定資産 0 0

　　ソフトウエア 95,176,657 37,036,000 15,791,657 116,421,000 70,159,800 - 46,261,200

投資その他の資産 0 0

　　出　 資 　金 10,000 0 0 10,000 0 - 10,000

　　敷　　　　金 66,286,535 218,040 4,171,700 62,332,875 0 - 62,332,875

　　差 入 保 証 金 7,824,400 1,870,600 1,025,000 8,670,000 0 - 8,670,000

　　長期前払費用(注) 67,710 0 0 67,710 0 - 67,710

　　有価証券 12,064,858 0 12,064,858 0 - - 0

676,831,241 46,159,896 120,195,421 602,795,716 332,385,062 0 270,410,654

(注)建物は、国庫補助金等の圧縮記帳を行なっております。圧縮前の取得価額は147,127,696円です。

(注)長期前払費用は、自動車リサイクル預託金です。

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

120,036,000 300,000,000 70,324,000 349,712,000

130,036,000 310,000,000 80,324,000 359,712,000

(注)長期借入金の期末残高のうち1年以内に返済期が到来する金額は86,574,000円です。

７． 役員及びその近親者との取引の内容
　役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

673,259,711 30,600 0

給与手当（事業費） 1,698,261,196 (注2) 0

賞　　与（事業費） 247,160,042 (注2) 0

給与手当（管理費） 147,397,278 (注2) 0

賞　　与（管理費） 15,897,384 (注2) 0

業務委託費（事業費） 177,169,101 0 8,100,000

業務委託費（管理費） 33,204,386 720,000 0

支払報酬料（事業費） 7,847,118 0 860,000

3,000,196,216 750,600 8,960,000

令和6年度分　渋谷区ふるさ
と納税を活用した認定NPO法
人支援事業寄附金

　　　　　　合計

科　目

科　　目

              合計

科　目

短期借入金

長期借入金(注)

令和5年度分　渋谷区ふるさ
と納税を活用した認定NPO法
人支援事業寄附金

備　　考

内、近親者及び支配法人等との取引財務諸表に計上された金額 内、役員との取引

　活動計算書計

（活動計算書）

受取寄附金(注1)

翌期に使用予定の支援用資金

支払手数料 14,315,908 6,432,094 1,886,930 3,054,832 191,635 1,311 0 23,537,868 335,008 49,755,586

租税公課 13,502,060 18,248,333 3,174,267 13,075,059 1,820,986 10,462,688 86,400 22,592,281 457,119 83,419,193

減価償却費 2,013,360 11,222,217 5,576,021 10,125,168 397,060 2,505,933 0 3,815,595 924,082 36,579,436

雑費 50,650 3,043,751 235,600 904,344 240,922 100,700 0 51,850 18,215 4,646,032

支援物資購入費 0 5,697,504 295,993 2,273 1,052,364 2,276,812 0 0 0 9,324,946

支払寄附金 0 0 0 0 0 0 0 216,000 0 216,000

物品提供支出 0 28,280 0 0 0 82,469,839 0 9,985,258 0 92,483,377

支払助成金 0 217,253,000 0 0 0 0 0 0 0 217,253,000

　　　その他経費計 146,140,484 421,453,335 36,223,673 156,388,824 20,005,984 191,490,193 5,938,488 247,567,982 4,846,426 1,230,055,389

　　　合　　　　計 672,257,135 1,043,703,891 146,304,720 837,495,733 90,447,607 291,586,107 36,968,227 456,499,750 15,805,378 3,591,068,548



未払金 216,457,428 0 357,500

預り金 49,880,303 319,564 0

266,337,731 319,564 357,500

(注1)受取寄附金は一般正味財産増減の部と指定正味財産増減の部にそれぞれ計上された金額の合計を表示しています。

(注2)給与手当等には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を省略しています。

　　なお、代表理事に対する人件費は役員報酬として表示しております。

８.　ひとり親支援積立金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
152,372,000 0 1,056,000 151,316,000

152,372,000 0 1,056,000 151,316,000

一般正味財産の中からひとり親支援のために翌期以降使用予定分を積立てたものです。

９.　ヘレン基金積立金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
81,093,000 0 0 81,093,000

81,093,000 0 0 81,093,000

一般正味財産の中から障害児保育支援のために翌期以降使用予定分を積立てたものです。

１０.　特別修繕引当金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
9,927,510 1,416,930 0 11,344,440

9,927,510 1,416,930 0 11,344,440

自己所有建物の将来の大規模修繕に備えるため、修繕計画に基づき積立てています。

１１.　おうち保育園等大規模改修積立金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
40,736,200 4,414,000 11,536,200 33,614,000

40,736,200 4,414,000 11,536,200 33,614,000

一般正味財産の中からおうち保育園等や障害児保育園の大規模改修工事などに備えて

翌期以降の使用予定分を積立てたものです。

１２.　人材等投資積立金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
220,366,218 0 130,000,000 90,366,218

220,366,218 0 130,000,000 90,366,218

一般正味財産の中から翌期以降に使用予定の人材投資分を積立てたものです。

１３.　あたらしいつながり創造積立金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
110,000,000 130,000,000 0 240,000,000

110,000,000 130,000,000 0 240,000,000

一般正味財産の中からこども宅食事業や赤ちゃん縁組事業等の翌期以降の事業推進費用として積立てたものです。

１４.　災害支援積立金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期積立 当期取崩 期末残高
9,000,000 0 0 9,000,000

9,000,000 0 0 9,000,000

一般正味財産の中から大規模災害等の緊急支援のために積立てたものです。

（貸借対照表）

科　目
ひとり親支援積立金

　　　　　　　合計

　貸借対照表計

　　　　　　　合計

特別修繕引当金

　　　　　　　合計

　　　　　　　合計

科　目

科　目
おうち保育園等大規模改修積立金

　　　　　　　合計

科　目
人材等投資積立金

　　　　　　　合計

科　目
災害支援積立金

　　　　　　　合計

科　目
ヘレン基金積立金

科　目
あたらしいつながり創造積立金



書式第１８号（法第２８条関係）

事業報告用

2024年度年間役員名簿 （前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿）

特定非営利活動法人フローレンス              

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。）

☑以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係）

☑各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係）

２ 役員一覧

役名

どちらかに○

（フリガナ） 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

（該当者のみに記入）氏名

1 理事・監事
アカサカ ミドリ ２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日

２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日赤坂 緑

2 理事・監事
ミヤザキ マリコ ２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日

年 月 日

～

年 月 日宮崎 真理子

3 理事・監事
アベ ヨシミ ２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日

年 月 日

～

年 月 日阿部 佳美

4 理事・監事
オギワラ クニヒロ ２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日

年 月 日

～

年 月 日荻原 国啓

5 理事・監事
ヒルタフミコ ２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日

年 月 日

～

年 月 日蛭田 富美子

6 理事・監事
イクタスグル

２０２４年４月１日

～

２０２５年３月３１日

年 月 日

～

年 月 日生田秀

7 以下余白

8

9

10



書式第４号（法第１０条・第２８条関係）

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿）

特定非営利活動法人フローレンス      

氏 名

１ 三枝 美穂

２ 中村 慎一

３ 伏島 伸文

４ 宇野澤 ちはる

５ 藤田 順子

６ 天野 祐作

７ 川口 千里

８ 米田 有希

９ 髙森 千寿子

10 横森 あずさ

11 菊池 明人

12 松井 香織

設立・事業報告用


